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津島市民病院事業経営支援等業務に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

この要領は、津島市民病院事業経営支援等業務に係る契約の相手方の選定

に当たり、プロポーザル方式による受託候補者の選考（以下、「プロポーザ

ル選考」という。）を実施するため必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

津島市民病院事業経営支援等業務 

（２）業務目的 

津島市民病院（以下、「市民病院」）は、令和５年度から令和９年度を 

計画期間とする津島市民病院経営強化プランに基づいた取組みを進め 

ているところであるが、令和２年１月に始まった新型コロナウイルス 

感染症への対応等、地域において大きな役割を果たしてきた一方で、い 

わゆるコロナ禍以降の市民病院における経営状況は、新入院患者や病 

床利用率の回復の遅れに加え、 医療材料や光熱費等の高騰も相まって 

一層厳しい局面を迎えている。そして、令和８年度には診療報酬改定と 

ともに新たな地域医療構想の策定が予定されている。このような状況 

を踏まえ、医療環境の変化等を見据えながら、市民病院が担うべき役割 

を確実に果たすとともに、経営基盤の強化を図っていく必要がある。 

本業務は、市民病院が取り巻く環境の変化に適切に対応して持続的 

な運営を行っていくために、現状の調査・分析を行い、様々な課題を整 

理した上で、必要な方策の提案を行うものである。 

（３）業務目標 

津島市民病院が二次救急及び災害拠点病院としての機能を維持し、市

の財政規模に応じた繰出金で持続的な運営を可能とすることを目標と

する。 

（４）業務内容 

次に掲げるとおりとし、その詳細は別記１仕様書に定めるものとする。 

ア 現状の調査分析 

イ 個別課題の整理 

ウ 方策の提案 

（５）業務期間 

契約締結の日から令和８年７月 31日まで 
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３ 予算額 

委託料の上限は 19,030,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

なお、令和７年度は 9,515,000円、令和８年度は 9,515,000円を上限とす 

る。 

（注）上記の金額を超えての提案は無効とする。 

 

４ 実施形式 

公募型プロポーザル方式 

 

５ 日程 

日  程 内  容 

令和７年 10 月１日（水） 募集要領の公告 

同 10月８日（水） 実施要領等に関する質問事項の提出締切 

同 16日（木） 質問事項の回答期限 

同 20日（月） 参加申込書の提出締切 

同 24日（金） 参加資格審査結果通知書の送付 

同 30日（木） 企画提案書の提出締切 

同 11月 10日（月） プレゼンテーション審査及びヒアリング（質

疑応答） 

同 18日（火） 受託候補者の決定及び公表 

同 11月下旬頃 委託契約の締結 

 

６ 参加資格 

プロポーザル選考に参加できる者は、提案書提出日現在で、次の各号にい

ずれも該当する者とし、複数の事業者による共同提案は認めないこととする。 

（１）令和４年４月１日から令和７年９月 30日までの間に、一般病床 200～

400床の規模を有する公立病院において、本業務と同種の業務（経営改

善の提案、経営形態の変更の検討）について、複数の契約（業務を完了

したもの）の実績を有する者であること。 

（２）令和６・７年度津島市入札参加資格審査申請要領に基づき、入札参加

資格者名簿に登録されている者であること。ただし、入札参加資格者名

簿に未登録の者は、次の表に掲げる書類（申請日において、発行日より

３か月以内のものとする。鮮明であればすべて写しは可だが、写しの場

合は原本証明されていること。）を提出させ、確認した上で本プロポーザ

ルに参加させることができる。 
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書類名 摘要 

登記事項証明書等 法人の方のみ 

登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

身元証明書 個人の方及び受任者（本籍地の市区町村で発行） 

委任状 契約権限等を委任する場合のみ 

（様式は任意のもの） 

印鑑証明書 法人は法務局、個人は市区町村証明のもの 

納税証明書（国税） 法人の方「その３の３」／個人の方「その３の２」 

納税証明書 

（愛知県税） 

愛知県に納税義務がある場合のみ 

県税事務所が発行した納税証明書 

（未納がないこと用） 

納税証明書 

（津島市税） 

津島市に納税義務がある場合のみ 

（完納証明書） 

（３）津島市指名停止取扱要領に基づく指名停止を受けていないこと。 

（４）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項の規

定に該当しない者であること。 

（５）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て

をしている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再

生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立てをしてい

る者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

（６）次のアからカまでのいずれの場合にも該当しないこと。 

ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその全て

の役員をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。以下「法」という。）第２

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる

とき。 

イ 暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は

暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する等した

と認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与する等、直接的又は積極的に、暴力団の維持又は運営に協力し、又

は関与していると認められるとき。 
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オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

カ 営業活動に係る必要な契約の締結にあたり、その相手方が前各号のい

ずれかに該当することを知りながら、当該相手方と契約を締結したと認

められるとき。 

 

７ 募集の方法 

津島市公告式条例（昭和 25年津島市条例第 45号）第２条第２項に規定す

る掲示場及び津島市公式ホームページにおいて公表する。 

 

８ 実施要領及び仕様書に関する質問事項 

質問がある場合は、次のとおり質問書を提出すること。ただし、質問は本

実施要領に付随して企画提案書等を作成する上で必要な事項に限る。 

（１）提出書類 

質問書（様式第２号） 

（２）提出期限 

令和７年 10月８日（水）午後５時 15分まで（必着） 

（３）提出方法 

電子メール、持参又は郵送により、下記 16に掲げる担当部局に提出する

こと。 

（４）注意事項 

ア 電子メールで提出する場合、件名は「（貴社名）津島市民病院事業経

営支援等業務委託プロポーザル質問」とすること。送信にあたっては、

電話で下記 16の担当部局に連絡し、受信の確認を受けること。 

イ 電子メールの通信事故や郵便事故等については、提出者のリスク負

担とする。 

（５）質問の回答方法 

質問に対する回答は、令和７年 10月 16日（木）までに、質問書のメー

ルアドレス宛に電子メールにより送信する。なお、質問に対する回答は、

電話及び口頭による個別の対応を行わないものとする。 

 

９ 参加申込の手続き 

プロポーザル選考に参加しようとする者は、次に掲げるところにより、参

加の意思表示を行うものとする。 

（１）提出書類 

参加申込書（様式第１号） 
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（注）同種業務実績申告書（別紙１）及び誓約書（別紙２）を添付するこ

と 

（２）提出期限 

令和７年 10月 20日（月）午後５時 15分まで（必着） 

（３）提出方法 

持参又は郵送（引受及び配達の事実及び日時が記録される方法に限る。）

により、下記 16に掲げる担当部局に提出すること。なお、郵便事故等に

ついては、提出者のリスク負担とする。 

（４）提出部数 

正本１部 

（５）参加資格の確認 

参加申込書を提出した者の参加資格を確認し、その結果を令和７年 10月

24 日（金）までに「参加資格審査結果通知書」（様式第３号）により電

子メールで通知する。 

（６）提出書類の取り扱い 

ア 提出されたすべての書類は、返却しない。 

イ 提出期限後の書類の加除及び差替え並びに記載事項の追記及び修正

は、認めない。 

  

10 企画提案書等の提出 

別記２企画提案書作成要領に基づき企画提案書等を作成し、次に掲げると

ころにより、提出すること。ただし、企画提案できる件数は、各参加者につ

き、それぞれ１案とする。 

（１）提出書類及び提出部数 

ア 企画提案書                 正本１部、副本５部 

イ 見積書（積算内訳書を含む。）         正本１部 

ウ プレゼンテーション出席者報告書（様式第６号）１部 

（２）提出期限 

令和７年 10月 30日（木）午後５時 15分まで（必着） 

（３）提出方法 

持参又は郵送（引受及び配達の事実及び日時が記録される方法に限る。）

により、下記 16に掲げる担当部局に提出すること。なお、郵便事故等に

ついては、提出者のリスク負担とする。 

（４）提出書類の取り扱い 

ア 提出されたすべての書類は、返却しない。 

イ 提出期限後の書類の加除及び差替え並びに記載事項の追記及び修正
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は、認めない。 

 

11 審査方法 

本要領及び仕様書等に基づき提出された企画提案について、津島市民病院

事業経営支援等業務プロポーザル選考委員会（以下、「選考委員会」という。）

において、企画提案書等のプレゼンテーション審査により総合的に評価し、

最も優れた提案を行った者を受託候補者とする。 

 

12 プレゼンテーション審査及びヒアリング（質疑応答） 

別記３審査実施要領に掲げる評価項目についてプレゼンテーション審査

を行った上で、各評価項目の合計得点の最も高い者を受託候補者とし、２番

目に高い者を次点候補者とする。ただし、各評価項目の合計得点が総配点の

６割に満たない者は、候補者としない。 

（１）実施日時 

令和７年 11月 10日（月）とし、時刻及び場所は、個別に通知する。 

（２）プレゼンテーションの実施方法 

別記３審査実施要領に定めるところによる。 

（３）評価方法 

各委員が採点した評価の視点・基準ごとに点数を合計して、各評価項目の

得点とする。各評価項目の合計得点が同点となる者があるときは、選考委

員会の協議により順位を決定する。 

（４）審査結果の通知等 

令和７年 11月 18日（火）までに、プレゼンテーション審査を行ったすべ

ての参加者に対して、プロポーザル審査結果通知書（様式第４号）により、

電子メール及び郵送で通知するとともに、受託候補者の選定結果を津島市

公式ホームページにおいて公表する。 

 

13 契約の締結 

審査結果により受託候補者となった者から見積書の徴収を行い、その見積

金額が予定価格の範囲であった場合は、企画提案に基づく業務の仕様につい

て協議の上、津島市財務規則（平成元年津島市規則第 11 号）に基づき契約

を締結するものとする。ただし、受託候補者が次のいずれかに該当する場合

は、次点候補者を契約の相手方とする。 

ア 随意契約に応じない場合 

イ 下記 15（３）に掲げる失格事項に該当することとなった場合 
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14 情報公開及び提供 

市は、企画提案者から提出された企画提案書等について、津島市情報公開

条例（平成 12 年津島市条例第１号）の規定による請求に基づき、第三者に

開示することができるものとする。ただし、事業を営むうえで、競争上又は

事業運営上の地位その他正当な利害を害すると認められる情報は、不開示と

なる場合がある。 

なお、本プロポーザルの受託候補者特定前において、決定に影響がでるお

それがある情報については、決定後の開示とする。 

 

15 その他の事項 

（１）費用負担 

書類の作成及び提出に係る費用など、必要な経費はすべて提出者の負担

とする。緊急その他やむを得ない理由により、プロポーザル選考を実施す

ることができないと認めるときは、停止、中止又は取り消すことがある。

なお、この場合において本プロポーザル選考に要した費用を市に請求する

ことはできない。 

（２）参加辞退の場合 

プロポーザル選考への参加申込又は企画提案書の提出後、参加を辞退す

る場合は、速やかに、下記 16に掲げる担当部局に「辞退届（様式第５号）」

を電子メールにより提出するものとする。 

（３）失格事項 

次のいずれかの事項に該当した場合は、その者を失格とする。 

ア 参加資格要件を満たしていない場合 

イ 提出書類に虚偽の記載がある場合 

ウ 実施要領等で示された、提出期限、提出場所、提出方法、書類作

成上の留意事項等の条件に適合しない書類の提出があった場合 

エ 選考結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

オ 見積提案額が上記３に掲げる委託料限度額を超えたとき 

（４）企画提案書等の取扱い 

ア 企画提案書の複製 

提出された企画提案書等の書類は、プロポーザル選考の実施に必要な範囲

において、複製することがある。 

イ 企画提案書の目的外使用 

提出された企画提案書等は、当該参加者の承諾を得ることなく、受託候補

者を選定する目的以外の目的に使用しない。ただし、企画提案の内容につ

いて、業務の参考とすることがある。 
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ウ 著作権等の権利 

企画提案書等の著作権は、当該企画提案書等を作成した者に帰属するもの

とする。ただし、受託候補者に選定された者の作成した企画提案書等の書

類については、市が必要と認める場合には、市は、受託候補者にあらかじ

め通知することにより、その一部又はその全部を無償で使用（複製、転記、

又は転写をいう。）することができるものとする。 

（５）異議申立て 

プロポーザル選考に参加した者は、当該プロポーザル選考の実施後におい

て、不知又は内容の不明を理由として、異議を申し立てることはできない。 

 

16 担当部局 

津島市総務部財政課財政グループ （担当：平野、佐藤） 

住 所 〒496-8686 

       愛知県津島市立込町２丁目 21番地 （津島市役所３階） 

  電 話 0567-55-9616（ダイヤルイン） 

  ＦＡＸ 0567-24-1791 

E-mail senryaku@city.tsushima.lg.jp 

 


